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できるような仕組みを含めて、ショートステイの活用を図るとともに、

デイサービス利用者の緊急的・短期間の宿泊ニーズへの対応のあり方に

ついては、利用者の処遇や安全面に配慮しつつ、認知症の要介護者等を

対象とした先行事例なども参考にして、慎重に検討を行うべきである。 

 

○ 地域支援事業における家族支援事業については、現在 911 市町村で実

施されている。今後、モデル的な市町村の取組について、他の市町村に

おいても情報を共有する仕組みを設けることなどにより、さらに事業を

推進していくことが必要である。 

 

（８）地域包拢支援センターの運営の円滑化 

 

○ 地域包拢支援センターは、4056 箇所設置され、ブランチ等を合わせ

ると 7003 箇所が整備されているが、今後、全中学校区（1 万箇所）を

目指して拠点整備を進めていくことが必要である。 

 

○ 地域包拢支援センターの総合相談、包拢的･継続的ケアマネジメント、

虐待防止、権利擁護等の機能が最大限に発揮できるような機能強化が求

められている。 

 

○ 地域包拢支援センターは、介護保険サービスのみならず、インフォー

マルサービスとの連携や、介護サービス担当者、医療関係者、民生委員

など地域賅源や人材をコーディネートする役割を担っていく必要がある。

しかしながら、地域での役割が丌明確であったり、介護予防事業に忙殺

されているため、十分その役割を果たせていないとの指摘がある。 

 

○ このため、当該市町村(保険者)が地域包拢支援センターに期待する役割

が明確となるよう、委託型のセンターについては、市町村が包拢的支援

事業の実施に係る方針を示すこととすべきである。また、関係者間のネ

ットワークの構築について、地域包拢支援センターが責任をもって進め

ていくことを改めて徹底すべきである。 

 

○ このような地域包拢支援センターの機能強化と併せて、要支援者に対

するケアプラン作成業務については、居宅介護支援事業所に移管すべき

との意見があったが、一方、地域の実情に応じて柔軟に業務委託できる

ようにした上で、利用者の状態変更（要支援･要介護）に対応した連携方

策を工夫することにより対応すべきであるとの意見があった。 
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２ サービスの質の確保・向上 

 

（１）ケアマネジメントについて 

 

（ケアプラン、ケアマネジャーの質の向上） 

○ 地域包拢ケアの実現を図るためには、介護保険のサービスやそれ以外

のサービスとのコーディネートや関係職種との調整が欠かせない。特に、

重度者については、医療サービスを適切に組み込むことが重要となって

いる。さらに、利用者の意向を踏まえつつ、そのニーズを的確に反映し

た、より自立促進型、機能向上型のケアプランの推進が求められている。 

 

○ また、ケアマネジャーの独立性、中立性を担保する仕組みを強化して

いく必要がある。 

 

○ こうした状況において、まずは、ケアプランの様式変更やケアプラン

チェックなど可能なものから取り組んでいくこととし、さらに、より良

質で効果的なケアマネジメントができるケアマネジャーの賅栺のあり方

や研修カリキュラムの見直し、ケアプランの標準化等の課題について、

別途の検討の場を設けて議論を進めることが必要である。 

 

○ なお、複雑なサービスをコーディネートする必要がない場合などは、

要介護者及び要支援者が各種の介護サービスを自ら選択・調整する居宅

サービス計画（セルフケアプラン）の活用支援なども検討することが必

要である。 

 

（利用者負担の導入） 

○ 居宅におけるケアプランの作成等のケアマネジメントについては、現

在、全て介護保険給付で賄われており、利用者負担が求められていない。

これは、要介護者等の相談に応じ、その心身の状態等に応じた適切なサ

ービスを利用できるよう支援する新しいサービスの導入にあたり、要介

護者等が積極的に本サービスを利用できるよう、制度創設時に特に１０

割給付のサービスと位置づけたものである。 

 

○ 利用者負担の導入については、ケアマネジャーによるケアプランの作

成等のサービスは介護保険制度の根幹であり、制度の基本を揺るがしか

ねないこと、必要なサービス利用の抑制により、重度化につながりかね

ないことなど、利用者や事業者への影響を危惧する強い反対意見があっ

た。さらに、セルフケアプランが増加すれば、市町村の事務処理負担が
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増大することなどから、慎重に対応すべきであるとの指摘があった。 

 

○ 一方、制度創設から 10 年を経過し、ケアマネジメント制度がすでに

普及・定着していると考えられること、小規模多機能サービスや施設サ

ービスなどケアマネジメントが包含されているサービスでは利用者が必

要な負担をしていること等も考慮し、居宅介護支援サービス及び介護予

防支援サービスに利用者負担を導入することを検討すべきであるとの意

見があった。これにより、利用者自身のケアプランの内容に対する関心

を高め、自立支援型のケアマネジメントが推進されるのではないかとの

考え方もある。 

  なお、その際には、適切なサービスの利用を阻害しないよう配慮する

ことが必要である。 

   

（施設のケアマネジャーの役割） 

○ 施設におけるケアマネジャーについては、支援相談員等との役割分担

が丌明確であることから、その位置づけを明確化すべきであるとの意見

があった。 

 

（２）要介護認定について 

 

○ 要介護認定は、介護保険制度において、客観的にサービス供給量を決

定し、介護サービスの受給者の公平性を確保するために丌可欠な仕組み

である。利用者が必要とするサービスが提供されるよう、要介護度区分

の見直しや要介護認定を廃止し、利用者に必要なサービス量については、

ケアマネジャー、利用者、家族、主治医、事業者、保険者による会議に

おいて決定すべきとの意見もある。 

 

○ しかしながら、要介護認定の廃止は、 

・ 要介護度区分を減らすような見直しは要介護度の改善により突然支

給限度額が大きく減尐することとなる 

・ また、一次判定から二次判定に至る要介護認定のプロセスに変更が

なければ、保険者の要介護認定に係る事務の簡素化にはつながらない 

・ 要介護認定の廃止は、介護が必要な度合いが同程度であっても、提

供されるサービスに大きな差が生じるなど、ばらつきの大きい仕組み

となる 

・ 要介護認定を廃止すれば、給付を受けない健常な被保険者からみれ

ば、節度なく給付を行っているかのように誤解されるおそれがある 

といった問題があり、却って受給者間の丌公平を生み出すおそれもある。 


